
  

 

 

 

 

令和６事業年度 

 

 

 

 

 

事 業 報 告 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２１期事業年度 

 

 

自：令和 ６年４月 １日 

 

至：令和 ７年３月３１日 

 

 

国立大学法人 琉球大学 

 

 

 



  

目  次 

 

Ⅰ 法人の長によるメッセージ  ----------------------------------------------１ 

 

Ⅱ 基本情報 

１．国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等--------

-------------------------------------------------------------------    ---２ 

２．沿革  ----------------------------------------------------------------４ 

３．設立に係る根拠法  ----------------------------------------------------４ 

４．主務大臣（主務省所管局課）  ------------------------------------------４ 

５．組織図  --------------------------------------------------------------５ 

６．所在地  --------------------------------------------------------------６ 

７．資本金の額  ----------------------------------------------------------６ 

８．学生の状況  ----------------------------------------------------------６ 

９．教職員の状況  --------------------------------------------------------６ 

１０．ガバナンスの状況  --------------------------------------------------７ 

１１．役員等の状況  ------------------------------------------------------９ 

 

Ⅲ 財務諸表の概要 

１．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の 

分析  --------------------------------------------------------------１３ 

２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等   -------------------------------２２ 

３．重要な施設等の整備等の状況  -----------------------------------------２３ 

４．予算と決算との対比     -----------------------------------------------２４ 

 

Ⅳ事業に関する説明 

１．財源の状況  --------------------------------------------------------２５ 

２．事業の状況及び成果  ------------------------------------------------２５ 

３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策  ----------------------------３３ 

４．社会及び環境への配慮等の状況  --------------------------------------３４ 

５．内部統制の運用に関する情報  ----------------------------------------３４ 

６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細  ------------------------------３５ 

７．翌事業年度に係る予算  ----------------------------------------------４０ 

 

Ⅴ参考情報 

１．財務諸表の科目の説明  ----------------------------------------------４１ 

２．その他公表資料等との関係の説明  ------------------------------------４３ 



  

1 

 

（様式１）  

国立大学法人琉球大学事業報告書 

 

Ⅰ 法人の長によるメッセージ 

琉球大学は、「自由平等、寛容平和」という建学の精神、「真理の探究」、「地域・国際社会への

貢献」、「平和・共生の追求」を基本理念とする日本最南端の総合大学である。開学以来の伝統で

ある Land Grant University の理念のもと、地域との共生・協働による「地域とともに豊かな未

来社会をデザインする大学」を目指すとともに、本学の地理的強みを発揮し、熱帯・亜熱帯島嶼

の地域特性と国際性を併せ持つ「アジア・太平洋地域の卓越した教育研究拠点となる大学」を目

指し教育研究活動等を着実に、また、発展的に推進してきた。 

令和 6 事業年度は大学病院の西普天間キャンパス移転を行い、令和 7 年 1 月 6 日に無事開院を

迎え、沖縄県内で唯一の特定機能病院として、質の高い医療サービスの提供を開始している。医

学部についても令和 7 年 4 月から西普天間キャンパスにて教育・研究活動を開始する。今後も沖

縄県や近隣自治体と連携して、西普天間キャンパスを含む「西普天間住宅地区の跡地」の整備を

すすめ、高度医療や地域医療の中核とする「沖縄健康医療拠点」として地域医療と健康づくりに

寄与する。 

教育面では、海洋環境やデジタル・グリーン等の成長分野を担う人材の育成を更に進めるため、

理工学研究科博士前期及び後期課程の定員を増やすとともに、「大学・高専機能強化支援事業」と

して採択された『島嶼スマート社会を共創する琉球大学高度 IT 人材育成プロジェクト』による

高度情報専門人材育成など、沖縄県への貢献と県外・国際社会で活躍できる人材育成を強化する。 

研究面では、ハラスメント、性暴力、セクシャリティにかかる人権問題に関する、法学・心理

学に基づく専門的教育研究組織として今年度設立した｢琉球大学ヒューマンライツセンター｣や

「資源循環型共生社会実現に向けた農水一体型サステイナブル陸上養殖のグローバル拠点」の強

化などを通じて、特色のある研究と社会課題の解決を推進する。 

本学版 DX と位置づける「琉大トランスフォーメーション（RX）」については、新入生から学生

証アプリ（デジタル学生証）を導入し、学生に関連する学内の各種情報の集約、プッシュ通知に

よるお知らせ及び附属図書館における入退館や図書の貸出等に活用できるように機能を充実さ

せ、全学生への展開を行った。 

令和 7 年度には職員証アプリ（デジタル職員証）の導入を予定しており、今後も、デジタル化

による業務効率化の成果を生かした本学の様々な活動の変革を目指し取組みを続けていく。 

さて、この事業報告書は非財務情報及び将来情報の充実をねらいの一つとして作成している

が、本学では非財務情報を含む開示情報を充実させ、本学の価値や存在意義を学内外に示すため、

「統合報告書」を発行している。本報告書と合わせてお目通しいただき、本学への理解をさらに

深めて頂きたい。 

「Ⅱ 基本情報」以下は、本学の第 4 期中期目標・中期計画、そしてそれらを包含する本学の

「中期将来ビジョン計画」の着実な実現に向けて、令和 6 事業年度において展開された主要な取

組みを記載した。 
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Ⅱ 基本情報  

１．国立大学法人等の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等  

琉球大学は、地域の人々の熱意によって、ランドグラント大学（Land Grant University）の精

神を基本として、戦後間もない昭和25年に設立された。  

琉球大学は、「真理の探究」、「地域・国際社会への貢献」、「平和・共生の追求」を基本理

念とし、琉球・沖縄文化研究および熱帯島嶼海洋研究など、地域の特色を生かした研究の成果を

もって沖縄や日本、世界の新たな「地（知）の拠点」となること、そして、沖縄や日本、世界に

貢献できる人材を育成、輩出することによって、平和的な多文化共生社会の実現に貢献する「知

の津梁（架け橋）」となることをそのミッションに掲げてきた。平成27年1月に策定された「2050

年の琉球大学の姿（長期ビジョン）」には、地域とともに豊かな未来社会をデザインし、アジア・

太平洋地域の卓越した教育研究拠点を目指す本学の将来像が描かれている。  

人類の歴史は加速度的な変化の歴史でもある。1万年ほど続いた農業の時代の後に到来した産

業革命からまだ200年余りしか経っていないのにもかかわらず、世界は既に工業化社会から情報

化社会へ、さらに超スマート社会へと急速に転換しつつある。そうした”発展“の裏で、近年、

予想を超えた速さで様々な地球規模の事象が人々の暮らしや経済などに深刻な影響を与えるよ

うになった。例えば、温室効果ガスの排出は気温の上昇のみならず、降雨量や台風の発生パター

ンの変化、海洋の酸性化や海面上昇、生物生息域の変化など、世界各地に様々な影響をもたらし

つつある。数十年先の世界がどうなるのかを見通すのは困難であるが、私たちは近未来の将来ビ

ジョンを描きながら、地球上の全ての人が人間らしく幸福に生きることのできる社会の実現に向

かって進まなければならない。  

その流れを一層加速させ、わずか1年の間に社会に急激な変化をもたらしたのが、令和元年12

月以降の新型コロナウイルスの感染拡大であった。これにより、グローバル社会の秩序、これま

での人間の生活様式や価値観は一変した。この経験は、人類にとっての優先課題を見極め、新た

な発展の可能性を可視化する契機ともなった。変容する世界秩序において、「課題先進国」であ

ると同時に先進国である日本には、自国の課題解決に取り組むことはもとより、人類共通の課題

に対して、国際レベルでの協働を図りながら、人類を新たな叡智へと牽引する役割がなお一層強

く求められている。  

琉球大学は、日本最南端の亜熱帯島嶼域に位置する。この地域はサンゴ、マングローブ、亜熱

帯林など独自に進化した動植物群による生物多様性の高い豊かな自然環境と、その地理的条件や

歴史的経験を反映した特色ある文化を有している。島嶼という場所に暮らす人々が、その環境を

つくりだすとともに、折り合いをつけながら、時に海を越えた交易を交えつつ、生き続けてきた

中で体得した経験と智慧こそ、“Island Wisdom”、すなわち「島嶼の智慧」である。島嶼という

限られた空間、資源の中で持続的に生活をしていく”Island Wisdom”こそが人類が体得してい

くべき新たな智慧であり、それを提示することは、本学の重要な使命であると言える。  

琉球大学は、長期ビジョンに掲げたミッションを実現していくため、令和12年を見据えた34の

中期将来ビジョンを以下に示す。  

それぞれのビジョンに対する令和7年までのアクションプラン及び詳細な内容については本学

ホームページを参照いただきたい。（参照URL https://www.u-ryukyu.ac.jp/chuki-vision/ ） 

 

https://www.u-ryukyu.ac.jp/chuki-vision/
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Part Ⅰ 教育―Education―  

沖縄には、島嶼地域の多様な自然環境・固有の文化・島相互あるいは周辺諸国・地域との関

わりの歴史があります。琉球大学は、これらの地域特性を活かしながら、学修者本位の教育を

行います。  

Vision 1 地域、日本、世界の課題を見据えた教育  

Vision 2 多様な人的交流の場を通じた人間性の成長  

Vision 3 国際性あふれた教育環境の充実  

Vision 4 カリキュラムおよび教育方法の不断の改善による教育の質の向上  

Vision 5 感染症の流行を含む様々な社会情勢の変化に対応する新たな教育方法の導入  

Vision 6 高大連携等の推進  

Vision 7 教育の機会均等の促進  

Vision 8 豊かな感性と知性、地域へのまなざしを持った児童および生徒の育成  

Part Ⅱ 研究―Research―  

基礎的かつ普遍的な人類共通の課題と、沖縄に特徴的な島嶼、海洋、亜熱帯、医学および歴

史・文化を含む社会的な課題の研究に取り組み、それらの成果を積極的に発信します。また、

琉球大学に蓄積されている多くの知見に基づき、斬新な研究を推進します。  

Vision 9 基礎研究および地域の特色を活かした研究の推進  

Vision 10 地域の緊急課題および固有課題に関する研究の推進  

Vision 11 学内研究推進体制の整備と強化  

Vision 12 学外の研究機関・企業等との連携  

Part Ⅲ 地域連携―Regional Engagement―  

琉球大学は、長期ビジョンの中で「地域とともに豊かな未来社会をデザインする大学」を掲

げています。琉球大学がもつ智慧と知識を活かし、地域の総合的な発展に貢献します。  

Vision 13 地域固有の課題解決力の強化  

Vision 14 沖縄における産業振興への貢献  

Vision 15 地域が目指すべき将来ビジョンの検討への貢献  

Vision 16 社会の人々への学びの機会の提供  

Vision 17 地域等とのネットワークの強化  

Part Ⅳ 国際連携―Global Engagement―  

琉球大学は、沖縄の特色ある地理的条件と歴史的経験から得た智慧を活かした、多様な国際

的協働関係を通じて、アジア・太平洋地域の卓越した教育研究拠点となることを目指します。  

Vision 18 アジアを中心とした国際連携の強化  

Vision 19 外国人留学生の育成と支援  

Vision 20 多様性にあふれる平和なキャンパスの創造  

Part Ⅴ 医療―Health Care―  

沖縄県には、亜熱帯域に位置する島嶼であるがゆえに特有の医療課題があります。琉球大学は、

こうした地域特性を踏まえて先端的医療を推進します。 

Vision 21 沖縄県内の人々の健康増進 

Vision 22 新たな感染症や亜熱帯域固有の疾病への取組み 
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Vision 23 地域医療への使命感をもった医療従事者の育成 

Vision 24 競争力のある医療産業の振興 

Vision 25 国際性・離島の特性を踏まえた沖縄健康医療拠点の創生 

Part Ⅵ 大学運営―University Management― 

本学のビジョンを実現していくためには適切な大学の運営が求められます。琉球大学は、構成

員が協力し合いながら、学生にとっては学びがいがあり、教職員にとっては働きがいがあり、地

域にとっては頼りがいのある大学を目指します。 

Vision 26 学長を中心とした機動的な経営体制による安定的で透明性の高い大学運営 

Vision 27 健全かつ安定的な財務基盤の確立 

Vision 28 教職員の資質･能力および大学運営意識の向上 

Vision 29 教職員の協働の推進 

Vision 30 差別やハラスメントのない職場の実現 

Vision 31 コンプライアンスの遵守と危機管理体制の強化 

Vision 32 新たな働き方による職場環境の改善 

Vision 33 キャンパスのデジタル化の推進 

Vision 34 豊かな自然との共生 

 

２．沿革 

昭和 25年 5月 22日 

 

昭和 41 年 7 月 1 日 

昭和 47年 5月 15日 

昭和 54年 10月 1日 

 

平成 16 年 4 月 1 日 

平成 20 年 4 月 1 日 

平成 30 年 4 月 1 日 

 

令和 4 年 4 月 1 日 

琉球列島米国民政府布令第 30 号「琉球大学」に基づき、英語学部、教育学

部、社会科学部、理学部、農学部及び応用学芸学部の計 6 学部で開学した。 

琉球大学設置法及び琉球大学管理法により、琉球政府立大学となった。 

沖縄の本土復帰により、国立大学となった。 

国立学校設置法の一部改正により医学部を設置し、法文学部、教育学部、

理学部、工学部、農学部を含めた総合大学となった。 

国立大学から国立大学法人となった。同年、大学院法務研究科を設置した。 

観光産業科学部を設置した。 

法文学部及び観光産業科学部を改組し、人文社会学部及び国際地域創造学

部を設置した。 

地域共創研究科を設置した。 

 

３．設立に係る根拠法 

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

 

 

４．主務大臣（主務省所管局課） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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５．組織図   
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６．所在地   

千原キャンパス（大学本部等） 

〒903-0213 沖縄県中頭郡西原町字千原 1 番地 

 

上原キャンパス（医学部） 

〒903-0215 沖縄県中頭郡西原町字上原 207 番地 

 

西普天間キャンパス（病院） 

〒901-2725 沖縄県宜野湾市字喜友名 1076 番地 

 

附属亜熱帯フィールド科学教育研究センター（与那フィールド） 

〒905-1427 沖縄県国頭郡国頭村字与那 685 番地 

 

熱帯生物圏研究センター（瀬底研究施設） 

〒905-0227 沖縄県国頭郡本部町字瀬底 3422 番地 

 

熱帯生物圏研究センター（西表研究施設） 

〒907-1541 沖縄県八重山郡竹富町字上原 870 番地 

 

７．資本金の額 

 14,848,958,355 円（全額政府出資） 

 土地の譲渡に伴う減資により、対前年度増減額は△23,697,528 である。 

 

８．学生の状況（令和 6 年 5 月 1 日時点） 

 総学生数      7,871 人 

学士課程     7,033 人 

修士課程       465 人 

博士課程       298 人 

専門職学位課程     75 人 

 

９．教職員の状況 

教員 1,164 人（うち常勤 786 人、非常勤 378 人） 

職員 2,572 人（うち常勤 897 人、非常勤 1,675 人） 

 

（常勤教職員の状況） 

常勤教職員は前年度比で 17 人（1％）減少しており、平均年齢は 45 歳（前年度 45 歳）とな

っている。このうち、国からの出向者は 0 人、地方公共団体からの出向者 0 人、民間からの出

向者は 0 人である。 
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また、女性活躍推進法に基づく第 4 期一般事業主行動計画において、本学が掲げる目標と達

成状況については以下のとおりである。 

 

目標１：女性教員の採用比率を 28％以上、大学教員に占める女性教員の在職比率を 23％以

上とする。 

→ 令和 6 年度における教員の採用件数のうち、女性の採用比率が 34.78％（40 件/115 件）

に達し、目標値を大きく超える結果となった。また、大学教員（常勤）に占める女性教員

の在職比率も、22.29％（前年度は 21.50％）と順調に推移している。 

 

目標２：大学運営における意思決定過程への女性の参画を拡大し、女性教授の増加を図ると

ともに、管理職等の指導的地位に占める女性比率を 25％以上とする。 

→ 令和 5 年度末時点と令和 6 年度末時点を比較し、女性教授（受託研究等により設けたポ

ストを除く）が 3 名増、教授職に占める女性比率も 10.95％から 12.32％と 1.37 ポイント

上昇している。また、管理職等の指導的地位に占める女性比率は 27.38％に達し、目標値

である 25％を達成している。 

 

目標３：全ての職員のワーク・ライフ・バランスの向上を図るため、職場環境を充実すると

ともに、計画期間中における男性職員の育児休業等の取得者を 20 人以上とする。 

→ 令和 6 年度中に新たに育児休業（出生時育児休業を含む）を取得した男性職員は 25 名

に達し、目標値を大きく上回っている。 

 

更に、女性研究者の採用・確保に向けた取組みとして、以下の取組みを実施している。 

〇教員選考内規及び公募要項に男女共同参画に関する文言を明記する改正 

〇女性限定公募の実施及び公募により女性教員を採用した部署に対するインセンティブ 

経費の配分 

〇自然科学系分野における女性教授の限定公募ポストの設置 

〇教員採用におけるダイバーシティ推進チェックリストの導入及び活用 

 

１０．ガバナンスの状況 

（１）ガバナンスの体制 

 当法人では、学長が経営と教学の最終責任者として強いリーダーシップを発揮し、全学的な意思

決定ができるよう、国立大学法人法の規定による会議を設置する他、理事、副理事、副学長、学長

補佐のような学長を補佐する人材を配置し、職務や権限を明確化した上で着実な職務遂行を行う体

制を整備している。 

 学長がガバナンス体制の強化を図るため、当法人の課題又は強化すべき事項を明示し、理事等の

執行部、教員、担当事務部を割り当て組織横断的に推進する仕組みを構築している。具体的な事項

としては、教育研究組織・附属施設等の組織整備、附属施設の管理運営権限の強化を目的とした改

革、大学の重要な財産の処分や取得等が挙げられる。 

 さらに、ガバナンス体制の一つとして、IR 機能の強化を行い、幅広く法人経営及び大学運営に資

するデータを集約しており、学長自ら「データドリブンミーティング」を主宰し、収集及び分析し
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たデータや検証結果に関する情報共有を行うとともに大学運営等に利活用している。そして、令和

6 年度には、「学修者本位の大学教育及び社会に開かれた教育の質保証の実現」のため、IR 機能と連

動し、教育・学生支援に関する様々なデータの集約及び分析とその結果を踏まえた各種企画立案を

行う「教学マネジメント推進室」を設置している。 

 また、当法人では、内部統制規則に基づき、業務の有効性及び効率性の向上、事業活動に関わる

法令等の遵守、資産の保全並びに財務報告等の信頼性の確保のため、継続して体制の整備を行って

いる。 

 

① 国立大学法人琉球大学内部統制規則： 

https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000071.html 

② 国立大学法人琉球大学業務方法書： 

https://www.u-ryukyu.ac.jp/wp-content/uploads/2022/04/gyoumuhouhou.pdf 

 

 

（２）法人の意思決定体制 

当法人では、迅速かつ的確に意思決定を行うため、原則として週に 1 回役員会を開催することと

しており、緊急を要するものについては、随時役員会を招集して意思決定を行うことも可能な体制

となっている。また、学長が意思決定を行うに当たって、十分な検討と議論を要するものについて

は、「役員等懇談会」「企画経営戦略会議」のように役員会以外の場で副理事や学部長等の意見を聴

くこととしている。 

 さらには、令和 3 年度からは「役員連絡会」を設けトップマネジメントによる中長期的な政策決

定の促進を図っている。 

 業務の意思決定としては、国立大学法人琉球大学組織規則及び国立大学法人琉球大学会計規則等

を整備し、業務・予算執行等の意思決定プロセスを確保し、適切な業務遂行に努めている。 

【参照資料】 

① 国立大学法人琉球大学企画経営戦略会議規則 

https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000049.html 

② 国立大学法人琉球大学役員会運営細則： 

https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000018.html 

③ 国立大学法人琉球大学文書処理細則（非公開） 

④ 国立大学法人琉球大学会計に関する職務権限規程（非公開） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000071.html
https://www.u-ryukyu.ac.jp/wp-content/uploads/2022/04/gyoumuhouhou.pdf
https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000049.html
https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000018.html
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【琉球大学統合報告書 2024（P39）抜粋】 

 

１１．役員等の状況 

（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 

役職 氏名 任期 経歴 

学長 西田 睦 平成 31 年 4 月 1 日 

～令和 7 年 3 月 31 日 

昭和55年 4月 琉球大学助手（理学部)採用 

平成 4年 4月 琉球大学講師（理学部） 

平成 5年 3月 琉球大学退職 

平成 5年 4月 福井県立大学助教授採用 

平成 8年 4月 福井県立大学教授 

平成11年 3月 福井県立大学退職 

平成11年 4月 東京大学教授（海洋研究所）

採用 

平成19年 4月 東京大学海洋研究所長（平成2

2年 3月まで） 

平成22年 4月 東京大学大気海洋研究所長（

平成23年 3月まで） 

平成24年 3月 東京大学教授（大気海洋研究

所）退職 

平成25年 4月 国立大学法人琉球大学理事 

平成31年 4月 国立大学法人琉球大学学長 

理事 木暮 一啓 令和 5 年 4 月 1 日 昭和58年 6月 東京大学助手(海洋研究所)採

総務課 



  

10 

 

(企画・研究担当) 

（兼副学長） 

～令和 7 年 3 月 31 日 用 

平成 5年 1月 東京大学助教授(海洋研究所) 

平成14年 1月 東京大学教授(海洋研究所) 

平成22年 4月 東京大学教授(大気海洋研究所

附属地球表層圏変動研究セン

ター) 

平成27年 4月 東京大学大気海洋研究所附属

地球表層圏変動研究センター

長 

平成30年 3月 東京大学教授（大気海洋研究

所附属地球表層圏変動研究セ

ンター）退職 

平成31年 4月 国立大学法人琉球大学理事 

理事 

(教育・学生支援

・国際交流担当) 

（兼副学長） 

石原 昌英 令和 5 年 4 月 1 日 

～令和 7 年 3 月 31 日 

平成 4年 4月 琉球大学講師（法文学部）採

用 

平成 6年 4月 琉球大学助教授（法文学部） 

平成12年 8月 琉球大学教授（法文学部） 

平成14年12月 琉球大学学長特別補佐 

平成15年 8月 琉球大学教育センター共通教

育等企画部門長 

平成19年 8月 琉球大学学長補佐 

平成23年 4月 琉球大学法文学部副学部長 

平成26年 8月 琉球大学インスティテューシ

ョナル・リサーチ推進室長 

平成30年 4月 琉球大学国際地域創造学部長 

令和 4年 4月 琉球大学大学院地域共創研究

科長 

令和 5年 4月 国立大学法人琉球大学理事 

理事 

(地域貢献・施設

担当) 

（兼副学長） 

福治 友英 令和 5 年 4 月 1 日 

 ～令和 7 年 3 月 31 日 

昭和59年 1月 琉球大学採用 

昭和62年 4月 文部省高等教育局大学課 

平成 3年 4月 総合研究大学院大学学位授与

機関創設調査室 

平成 3年 7月 学位授与機構管理部総務課 

平成 6年 4月 高等教育局私学部私学行政課 

平成 7年 4月 高等教育局私学部学校法人調

査課 

平成 9年 4月 高等教育局医学教育課 

平成11年 4月 山梨大学会計課長 

平成13年 1月 国立情報学研究所管理部会計

課長 

平成14年10月 高等教育局学生課大学入試室

室長補佐 

平成16年 4月 高等教育局大学振興課大学入

試室室長補佐 

平成16年10月 独立行政法人国立大学財務・

経営センター管理部総務課長 

平成17年 3月 独立行政法人国立大学財務・

経営センター総務部総務課長 

平成18年11月 高等教育局国立大学法人支援
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課課長補佐 

平成19年 4月 高等教育局私学部参事官付学

校法人調査官 

平成20年 4月 高等教育局私学部参事官付参

事官補佐 

平成21年 4月 琉球大学財務部長 

平成23年10月 独立行政法人大学評価・学位

授与機構管理部長 

平成26年 4月 北海道大学財務部長 

平成28年 4月 琉球大学教授（上原地区キャ

ンパス移転推進室） 

平成29年 3月 文部科学省採用 

平成29年 3月 文部科学省退職（役員出向） 

平成29年 4月 国立大学法人琉球大学理事 

令和 3年 3月 文部科学省採用 

令和 3年 3月 文部科学省退職 

令和 3年 4月 一般財団法人大学・短期大学

基準協会事務局長採用 

令和 5年 3月 一般財団法人大学・短期大学

基準協会退職 

令和 5年 4月 国立大学法人琉球大学理事 

理事 

(病院・上原及び

西普天間キャン

パス・キャンパス

移転) 

（兼副学長） 

 

大屋 祐輔 令和 5 年 4 月 1 日 

 ～令和 7 年 3 月 31 日 

平成 4年 5月 九州大学助手（医学部附属病

院）採用 

平成14年 4月 琉球大学助教授(医学部) 

平成19年 4月 琉球大学准教授（医学部） 

平成21年 8月 琉球大学教授（医学部） 

平成22年 4月 琉球大学教授（大学院医学研

究科） 

平成22年 4月 琉球大学医学部附属病院地域

医療部長（平成26年 3月まで

） 

平成26年 4月 琉球大学保健管理センター所

長(平成30年 3月まで) 

平成27年 4月 琉球大学医学部附属病院血液

浄化療法部長（平成30年 3月

まで） 

平成29年 4月 琉球大学グローバル教育支援

機構保健管理部門長（平成31

年3月まで） 

平成31年 4月 国立大学法人琉球大学理事 

       琉球大学医学部附属病院長 

令和 2年 4月 琉球大学病院長 

理事 

(総務・財務) 

（兼副学長） 

大城 功 令和 5 年 4 月 1 日 

 ～令和 7 年 3 月 31 日 

昭和60年 4月 琉球大学採用 

平成 3年 4月 東京大学 

平成 3年 4月 文部省大臣官房福利課 

平成 8年 8月 学術国際局研究助成課 

平成13年 1月 研究振興局ライフサイエンス

課 

平成14年 4月 大分大学会計課長 
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平成15年10月 研究開発局地震・防災研究課

地震火山専門官 

平成18年 4月 研究振興局学術研究助成課学

術団体専門官 

平成20年 4月 独立行政法人日本学術振興会

総務部研究者養成課長 

平成25年 4月 埼玉大学研究協力部長 

平成27年 4月 徳島大学研究推進部長 

平成28年 4月 徳島大学研究・社会連携部長 

平成29年 4月 筑波大学研究推進部長 

平成31年 4月 大学共同利用機関法人情報・

システム研究機構本部事務局

立川共通事務部長 

令和 3年 3月 文部科学省採用 

令和 3年 3月 文部科学省退職（役員出向） 

令和 3年 4月 国立大学法人琉球大学理事 

理事 

〔非常勤〕 

（特命事項担当） 

富原 加奈子 令和 5 年 4 月 1 日 

 ～令和 7 年 3 月 31 日 

昭和55年 4月 琉球石油株式会社採用 

平成13年 6月 株式会社りゅうせき経営企画

担当部長 

平成15年 6月 株式会社りゅうせき取締役管

理部統括部長（兼）秘書室長 

平成17年 6月 株式会社りゅうせき取締役事

業開発本部長 

平成20年 4月 株式会社りゅうせき取締役事

業開発本部長（兼）ホテル飲

食事業部長 

平成23年 6月 株式会社りゅうせき常務取締

役事業開発本部長 

平成26年 5月 りゅうせき商事株式会社代表

取締役社長 

平成30年 4月 沖縄県経営者協会女性リーダ

ー部会長 

令和 3年 4月 国立大学法人琉球大学理事 

監事 山城 貴子 令和6年9月1日 

 ～任命後４年以内に

終了する事業年度のう

ち最終のものに関する

準用通則法第 38 条第 1

項の規定による同項の

財務諸表の承認の時ま

で 

昭和61年 3月 阪和興業株式会社入社 

平成元年 3月 阪和興業株式会社退職 

平成 3年 4月 沖縄県総務部知事公室秘書課

主事 

平成 9年 4月 総合研究開発機構（NIRA）出

向 

平成20年 4月 沖縄県産業振興公社出向 

平成24年 4月 沖縄県文化環境部平和・男女

共同参画課副参事 

平成25年 4月 沖縄県文化環境部平和・男女

共同参画課長 

平成26年 4月 沖縄県生活福祉部障害福祉課

長 

平成28年 4月 沖縄県商工労働部ものづくり

振興課長 

平成29年 4月 沖縄県文化観光スポーツ課文
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（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 

 会計監査人は有限責任監査法人トーマツであり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネット

ワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は、13 百万円（税

込）です。非監査業務に基づく報酬はありません。 

 

Ⅲ 財務諸表の概要 

  （勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

１ ．国立大学法人等の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 

（１） 貸借対照表（財政状態） 

 琉球大学ホームページ＞大学情報＞法人情報の公表＞ （財務）財務諸表等決算関係書類 

 （http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

 

① 貸借対照表の要約の経年比較（5 年）                （単位：百万円） 

区分 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

資産合計 71,256 80,766 100,379 138,005 170,721 

負債合計 25,988 30,615 43,299 81,177 45,448 

純資産合計 45,267 50,150 57,080 56,828 125,272 

 

  

化スポーツ統括監 

令和 2年 4月 沖縄県労働委員会事務局長 

令和 4年 4月 沖縄県議会事務局長 

令和 6年 3月 沖縄県議会事務局長退職 

令和 6年 9月 国立大学法人琉球大学監事 

監事 

〔非常勤〕 

中山 恭子 令和6年9月1日 

 ～任命後４年以内に

終了する事業年度のう

ち最終のものに関する

準用通則法第38条第1項

の規定による同項の財

務諸表の承認の時まで 

平成 7年 8月 友利博明税理士事務所入所 

平成11年 9月 友利博明税理士事務所退職 

平成15年10月 山内眞樹公認会計事務所入所 

平成28年 6月 株式会社琉球銀行社外監査役

就任 

平成31年 2月 山内眞樹公認会計事務所退職 

平成31年 2月 JTS税理士法人設立（代表社

員） 

令和 6年 6月 株式会社琉球銀行社外監査役

退職 

令和 6年 9月 国立大学法人琉球大学監事(

非常勤) 

http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/
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②当事業年度の状況に関する分析                    （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 152,310 固定負債 31,954 

 有形固定資産 151,791  長期繰延補助金等 1,336 

  土地 29,957  長期寄附金債務 148 

  建物 113,983  大学改革支援・学位授与機構債務負担金 62 

   減価償却累計額 △22,287  長期借入金 21,183 

減損損失累計額 △2  退職給付引当金 1,380 

  構築物 9,398  資産除去債務 266 

   減価償却累計額 △2,577  長期リース債務 4,215 

  工具器具備品 34,516  その他固定負債 3,361 

   減価償却累計額 △15,582 流動負債 13,494 

  図書 3,751 運営費交付金債務 334 

  建設仮勘定 503 預り施設費 500 

その他の有形固定資産 129 預り補助金等 67 

 無形固定資産 269  寄附金債務 1,395 

 投資その他の資産 248   前受受託･共同研究、受託事業費 524 

    科学研究費助成事業等預り金 215 

   預り金 366 

流動資産 18,410  一年以内償還予定大学改革支  

 現金及び預金 11,821 援・学位授与機構債務負担金 48 

 未収学生納付金収入 185  一年以内返済予定長期借入金 667 

 未収附属病院収入 4,335 リース債務 875 

  徴収不能引当金 △30  未払金 8,280 

 その他未収入金 1,738  その他の流動負債 216 

 たな卸資産 8 負債合計 45,448 

 医薬品及び診療材料 290 純資産の部 金額 

 その他の流動資産 62 資本金 14,848 

   資本剰余金 92,012 

   利益剰余金 18,411 

  純資産合計 125,272 

資産合計 170,721 負債・純資産合計 170,721 

 

（資産合計） 

当事業年度末現在の資産合計は、前年度比 32,715 百万円増（23.7%増）の 170,721 百万円とな

っている（以下、増減については特に表記のない限り前年度比を記載）。 

主な増加要因としては、西普天間キャンパスの主要な施設・設備等の整備完了に伴い建物が

77,362 百万円増（211.3%増）の 113,983 百万円、構築物が 5,711 百万円増（154.9%増）の 9,398

百万円、工具器具備品が 9,760 百万円増（39.4%増）の 34,516 百万円となったことが挙げられる。 
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 主な減少要因としては、西普天間キャンパスに係る建設仮勘定が本勘定へ振り替わったことに

より 49,263 百万円減（99.0%減）の 503 百万円、また完成払いに伴って現金及び預金が 13,561 百

万円減（53.4%減）の 11,821 百万円となったことが挙げられる。 

 （負債合計） 

当事業年度末現在の負債合計は、35,729 百万円減（44.0%減）の 45,448 百万円となっている。 

主な増加要因としては、西普天間キャンパス移転に係る借入により長期借入金が 6,655 百万円

増（45.8%増）の 21,183 百万円、病院での新規リース資産の取得により長期リース債務が 2,882

百万円増（216.3%増）の 4,215 百万円、病院の患者用外来駐車場の譲渡に伴い将来に渡る負担相

当の負債が 3,361 百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、西普天間キャンパスの主要な施設・設備等の整備完了に伴い預

り施設費が 37,537 百万円減（98.7％減）の 500 百万円となったことが挙げられる。 

 （純資産合計） 

当事業年度末現在の純資産合計は、68,444 百万円増（120.4%増）の 125,272 百万円となってい

る。 

  主な増加要因としては、西普天間キャンパスの主要な施設・設備等の整備完了に伴い資本剰余

金が 70,712 百万円増（332.0％増）の 92,012 百万円となったことが挙げられる。 

  また、主な減少要因としては、西普天間キャンパスの整備等に伴う前中期目標期間繰越積立金

の取崩等により利益剰余金が 2,244 百万円減（10.9%減）の 18,411 百万円となったことが挙げら

れる。 

 

（２） 損益計算書（運営状況） 

（http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

 

① 損益計算書の要約の経年比較（5 年）               （単位：百万円） 

区分 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

経常費用 40,220 41,687 41,776 42,208 47,597 

経常収益 42,076 42,908 42,756 42,017 45,441 

当期総利益 1,861 1,835 7,574 △117 △1,046 

 

② 当事業年度の状況に関する分析                 （単位：百万円） 

区分 金額 

経常費用［Ａ］ 47,597 

 業務費 44,776 

  教育経費 2,412 

  研究経費 1,946 

  診療経費 16,637 

  教育研究支援経費 380 

  受託研究費・共同研究費・受託事業費 1,719 

  人件費 21,680 

http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/
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 一般管理費 2,535 

 財務費用 275 

 雑損 10 

経常収益［Ｂ］ 45,441 

 運営費交付金収益 14,108 

 学生納付金収益 4,465 

 附属病院収益 20,395 

 受託研究・共同研究・受託事業等収益 1,992 

 寄附金収益 622 

 施設費収益 1,204 

 補助金等収益 1,440 

 財務収益 0 

 雑益 1,212 

臨時損益［Ｃ］ △67 

前中期目標期間繰越積立金取崩額［Ｄ］ 1,176 

当期総利益（△当期総損失）［Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ］ △1,046 

 

（経常費用） 

当事業年度の経常費用は、5,389 百万円増（12.8%増）の 47,597 百万円となっている。 

   主な増加要因としては、医薬品費、医療材料費、保守管理費の支出増加により診療経費が

2,646 百万円増(18.9%増)の 16,637 百万円となったこと、人事院勧告への対応等により人件費が

785 百万円増(3.8%増)の 21,680 百万円となったことが挙げられる。 

 （経常収益） 

当事業年度の経常収益は、3,424 百万円増(8.2%増)の 45,441 百万円となっている。 

 主な増加要因としては、西普天間キャンパス移転に係る運営費交付金債務の収益化により運営

費交付金収益が 2,527 百万円増(21.8%増)の 14,108 百万円、西普天間キャンパスの整備等に伴う

預り施設費の収益化により施設費収益が 925 百万円増(331.0%増)の 1,204 百万円となったことが

挙げられる。 

（当期総損益） 

 上記経常損益に臨時損益の△67 百万円、目的積立金及び前中期目標期間繰越積立金を財源とし

た費用見合いの積立金取崩額の 1,176 百万円を加算した結果、当事業年度の当期総損失は 929 百

万円減の△1,046 百万円となっている。 
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（３） キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況） 

（http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/） 

 

① キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（5 年）           （単位：百万円） 

区分 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,216 4,603 3,762 2,048 3,067 

投資活動によるキャッシュ・フロー △685 △933 257 955 △22,159 

財務活動によるキャッシュ・フロー △564 246 2,401 5,020 5,530 

資金期末残高 7,020 10,937 17,357 25,382 11,821 

 

② 当事業年度の状況に関する分析                 （単位：百万円） 

区         分 金      額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー［Ａ］ 3,067 

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △16,887 

  人件費支出 △21,723 

  その他の業務支出 △1,915 

  運営費交付金収入 14,206 

  学生納付金収入 3,765 

  附属病院収入 20,977 

  その他 4,643 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー［Ｂ］ △22,159 

  有形固定資産取得による支出 △57,694 

  施設費による収入 35,613 

  その他 △78 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー［Ｃ］ 5,530 

 長期借入れによる収入 

その他 

7,481 

△1,951 

Ⅳ 資金に係る換算差額［Ｄ］ - 

Ⅴ 資金増加額（又は減少額）［Ｅ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ］ △13,561 

Ⅵ 資金期首残高［Ｆ］ 25,382 

Ⅶ 資金期末残高［Ｇ＝Ｆ＋Ｅ］ 11,821 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、1,019 百万円増（49.8%増）の 3,067 百万

円となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金収入が 2,815 百万円増（24.7%増）の 14,206 百万円とな

ったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、原材料、商品又はサービスの購入による支出が 1,129 百万円増

http://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/information/financial/
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（7.2%増）の△16,887 百万円となったことが挙げられる。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、23,115 百万円減（2,418.9%減）の△22,159

百万円となっている。 

   主な増加要因としては、施設費による収入が 10,054 百万円増（39.3%増）の 35,613 百万円とな

ったことが挙げられる。 

   主な減少要因としては、有形固定資産の取得による支出が 33,132 百万円増（134.9%増）の△

57,694 百万円となったことが挙げられる。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、509 百万円増（10.2%増）の 5,530 百万円

となっている。 

  主な増加要因としては、長期借入金による収入が 967 百万円増（14.8%増）の 7,481 百万円とな

ったことが挙げられる。 

  また、主な減少要因としては、長期借入金返済支出が 392 百万円増（188.8%増）の△599 百万

円となったことが挙げられる。 

 

（４） 主なセグメントの状況 

① 附属病院セグメント 

琉球大学病院は、「病める人の立場に立った、質の高い医療を提供するとともに、地域・社会

に貢献する優れた医療人を育成する」という理念の下、 

（１）生命の尊厳を重んじた人間性豊かな医療の実践 

（２）地域の医療・保健・福祉に対する貢献 

（３）先端医療技術の開発・応用・評価 

（４）専門性及び国際性を備える優れた医療人の育成 

（５）働きやすくやりがいのある職場環境の整備 

を基本方針に定め、沖縄県唯一の特定機能病院として、また、地域完結医療の「最後の砦」とし

て、急性期医療等の総合的診療から専門性の高い先進・高度医療までの幅広い診療を提供すると

いう役割を担っている。 

 令和 6 年度においては、質の高い医療提供、地域・社会に貢献する優れた医療人の育成、及び

研究支援体制の充実を実現するため、新型コロナウイルス感染症への対応、医療の質の向上、看

護師特定行為研修のプログラム拡大、臨床研究支援体制の強化等の取組みを行った。 

 また琉球大学病院は、令和 7 年 1 月に西普天間キャンパスへ移転し、琉球大学医学部とともに

「沖縄健康医療拠点」の中核となり、新たな医療・教育・研究の拠点として、「医療水準の向上」

「人材育成」「先端研究・産業振興」「国際化」という 4 つの柱を掲げ、沖縄の未来の医療を創造

し、その成果を日本全国へ、さらにはアジア、世界へ発信することを目指している。 

 

病院セグメントにおける事業の実施財源は、病院収益 20,396 百万円（79.8％（当該セグメン

トにおける業務収益に占める割合。以下同じ。））、運営費交付金収益 4,131 百万円

（16.2％）、その他（補助金収益など）859 百万円（3.4％）となっている。一方で、事業に要

した経費は、診療経費 16,637 百万円（58.1％（当該セグメントにおける業務費用に占める割
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合。以下同じ。））、人件費 10,380 百万円（36.3％）、その他の経費 1,584 百万円（5.5％）と

なり、差引 3,045 百万円の経常損失が生じている。 

病院セグメントの情報は以上のとおりであるが、これを更に、病院の期末資金の状況が分かる

ように整理（病院セグメント情報から、非資金取引情報（減価償却費、引当金繰入額など）を控

除し、資金取引情報（固定資産の取得に伴う支出、借入金の収入、借入金返済の支出、リース債

務返済の支出など）を加算）した「病院セグメントにおける収支の状況」は下表のとおりであ

り、収支合計は△59,099 百万円となり、前年比 58,721 百万円の減となる。  
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【病院セグメントにおける収支の状況】 

  （令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日）            (単位：百万円） 

 金額 
（参考） 

前年度 
増減 

Ⅰ業務活動による収支の状況(A) △29 1,309 △1,338 

 人件費支出 

 その他の業務活動による支出 

 運営費交付金収入 

  病院運営費交付金 

  基幹運営費交付金（基幹経費） 

  特殊要因運営費交付金 

  基幹運営費交付金（ミッション実現加速化経費） 

 病院収入 

 補助金等収入 

 その他の業務活動による収入 

△10,235 

△15,115 

4,131 

- 

2,015 

1,868 

247 

20,380 

649 

161 

△9,830 

△13,009 

2,326 

- 

2,102 

213 

10 

21,107 

646 

68 

△405 

△2,105 

1,805 

- 

△87 

1,655 

237 

△727 

3 

93 

Ⅱ投資活動による収支の状況(B) △64,871 △7,005 △57,866 

 診療機器等の取得による支出 

 病棟等の取得による支出 

 無形固定資産の取得による支出 

 有形固定資産及び無形固定資産売却に 

よる収入 

施設費による収入 

 その他の投資活動による支出 

 その他の投資活動による収入 

 利息及び配当金の受取額 

△10,539 

△54,361 

△20 

 

- 

50 

- 

- 

- 

△486 

△6,519 

- 

 

- 

- 

- 

- 

- 

△10,053 

△47,842 

△20 

 

- 

50 

- 

- 

- 

Ⅲ財務活動による収支の状況(C) 5,806 5,307 499 

 借入れによる収入 

 借入金の返済による支出 

 大学改革支援・学位授与機構債務負担金の 

 返済による支出 

 借入利息等の支払額 

 リース債務の返済による支出 

 その他の財務活動による支出 

 その他の財務活動による収入 

 利息の支払額 

7,481 

△484 

 

△66 

△181 

△868 

- 

- 

△77 

6,514 

△92 

 

△74 

△66 

△895 

- 

- 

△77 

967 

△392 

 

8 

△115 

27 

- 

- 

0 

Ⅳ外部資金を除く収支合計(D=A+B+C) △59,094 △388 △58,706 

Ⅵ外部資金による収支の状況(E) △5 9 △14 

 受託研究・受託事業等支出 

 寄附金を財源とした事業支出 

 受託研究・受託事業等収入 

 寄附金収入 

△303 

△22 

298 

22 

△250 

△31 

249 

42 

△53 

9 

49 

△20 

Ⅶ収支合計（F=D+E） △59,099 △378 △58,721 
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（Ⅰ．業務活動による収支の状況（A）） 

    業務活動による収支については△29 百万円となっており、前年度と比較すると 1,338 百万円

減少となった。主な増減項目は以下の通り。  

【収入】運営費交付金収入：1,805 百万円増 

附属病院収入：727 百万円減 

【支出】業務活動支出：2,105 百万円増 
 

  （Ⅱ．投資活動による収支の状況（B）） 

    投資活動による収支については、△64,871 百万円となっており、前年度と比較すると 57,866

百万円減少となった。主な減少要因は、琉球大学病院建物等の取得による支出 54,361 百万円と

なっている。 
 

  （Ⅲ．財務活動による収支の状況（C）） 

    財務活動による収支については、5,806 百万円となっており、前年度と比較すると 499 百万

円増加となった。主な増加要因は(独)大学改革支援･学位授与機構からの琉球大学病院西普天

間移転計画に関する長期借入 7,481 百万円となっている。 

 

〇西普天間キャンパスへの移転に伴う影響 

西普天間キャンパスへの移転に伴い入院・手術休止期間（令和 6 年 12 月 23 日～令和 7 年 1 月 6

日）を設定したため、病院収入減となった。 

 

～総括（「病院セグメントにおける収支の状況」を踏まえた財政上の課題等）～ 

令和６年度においては、前年度に引き続き外部経営コンサルタントを活用して、診療報酬に関す

る情報を積極的に発信する各種勉強会（病棟別看護師・医師事務作業補助者等対象）を開催するな

ど、診療報酬算定強化に向けて院内各部門との連携強化に努めた一方で、令和 7 年 1 月には西普天

間キャンパスに移転に伴い入院・手術休止期間による収入減が影響し、病院収入は前年度比 727 百

万円の減少となった。 

また、西普天間キャンパスに移転し、システムの変更や医療機器等の取得による支出の増加に加

え、物価高騰により医薬品や光熱水費等の支出も増加傾向となっている。 

新病院における設備導入のための自己財源確保も必要であり、病院の経営はより厳しい状況をむ

かえている。さらに、旧病院の跡地利用の決定までは建物等の減価償却費の負担も見込まれる。こ

のような環境にあっても資金不足に陥らないよう、正確な情報に基づく適切な経営判断ができる環

境を整備し、安定した経営基盤の確立及び病院経営の効率化に努めていく。 

   

② 共同利用・共同研究拠点セグメント 

全国共同利用施設セグメントは、熱帯生物圏研究センターのみで構成されている。当研究セン

ターは、国内外の研究者に亜熱帯の生物や生態系を対象とする研究の場を提供することを目的

として、西原・瀬底・西表・分子生命科学の 4 つの研究施設から構成された、国内唯一の亜熱帯

気候に立地する「熱帯生物圏における先端的環境生命科学共同研究拠点」である。 

令和 6 年度における主な取組みは以下のとおりである。 



  

22 

 

ｱ) 共同利用・共同研究公募で合計 29 件を採択・実施した。 

    内訳は、国内共同利用・共同研究（国内の外部研究者が当センターの教員と共同研究を実施）

が 12 件、若手共同利用・共同研究（年度開始時点で 40 歳以下の外部研究者が当センターの

教員と共同研究を実施）が 10 件、女性共同利用・共同研究（女性研究者が当センターの教

員と共同研究を実施）が 2 件、海外共同利用・共同研究（海外の研究者が当センターの教員

と共同研究を実施）が 3 件、共同利用研究会（外部研究者が当センター教員と共同で主催す

る研究討論・集会等）が 2 件であった。 

ｲ) 大型外部資金について、令和 6 年度は継続・繰越を含む科研費基盤研究(A)3 件、新規・

継続を含む科研費基盤研究(B)5 件や、その他挑戦的研究（開拓）、国際共同研究加速基金な

どを実施している。  

ｳ) 海外機関との連携促進を目的として、東南アジア 3 カ国（マレーシア・インドネシア・ス

リランカ）にある 4 研究機関と国際交流協定を締結し、情報交換をおこなっている。これら

の国に加え、現在、フィリピン（ミンダナオ州立大学ナアワン校）、マレーシア（マレーシ

アサバ大学・熱帯生物保全研究所、マレーシアサバ大学・熱帯生物保全研究所）、スリラン

カ（ペラデニヤ大学・理学部動物学科）、インドネシア（北スマトラ大学・マングローブ研

究センター）、バングラデシュ（シェレバングラ農科大学・水産養殖海洋科学部）、インド（ア

ナマライ大学・海洋科学部海洋生物研究センター）、セネガル（シェイクアンタジョップ大

学・水産養殖研究所）、南アフリカ（ステレンボッシュ大学・理学部動植物学科）との学術

交流協定締結に向けて準備している。 

ｴ) 若手人材育成の取組みとして、共同利用・共同研究の若手枠に申請された研究については、

可能な限り全件を採択することにより、若手研究者を支援した。また、共同利用・共同研究

で採択された研究者が指導する学生・大学院生についても共同利用・共同研究への参加を可

能とし、若手の人材育成を図っている。 

ｵ) 植物研究を推進する他の共同利用・共同研究拠点（筑波大学つくば機能植物イノベーショ

ン研究センター、鳥取大学乾燥地研究センター、岡山大学資源植物科学研究所、大阪公立大

学附属植物園）と共に創設された植物研究拠点アライアンスの取組みとして、拠点共同研究

の論文化や複数の研究拠点を利用する共同利用研究枠を設立し、初年となる令和 6 年度は 4

件採択し、そのうち 3 件で熱帯生物圏研究センターの利用があった。 

 

全国共同利用施設セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益 217 百万円

（64.7%）、受託研究収益等 85 百万円（25.5%）、寄附金収益 22 百万円（6.6%）、その他の収益 10

百万円（3.3%）となっている。また、事業に要した主な経費は、人件費 264 百万円(54.4%)、研

究経費 110 百万円(22.8%)、受託研究費等 86 百万円(17.7%)、その他の経費 24 百万円(5.1%)と

なり、差引 148 百万円の経常損失が生じている。 

 

２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

当期は総損失が 1,046 百万円となり、損失が発生したため、目的積立金の申請は該当しない。 

令和 6 年度においては、承認申請した使途のために、前中期目標期間繰越積立金 1,176,675,294 円

を活用した。前中期目標期間繰越目的積立金取崩額として、中期計画の剰余金の使途において定め

た上原地区キャンパスの移転準備事業等に 1,162,717,608 円、インフラ長寿命化計画（個別計画）
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推進経費に 13,201,886 円、授業料免除実施経費に 755,800 円を充てた。 

また、目的積立金のうち 8,638,494 円については、中期計画の剰余金の使途において定めた教育

研究及び診療の質の向上並びに組織運営の改善を目的とし、小型マイクロバスを整備した。 

 

３．重要な施設等の整備等の状況 

（１） 当事業年度中に完成した主要施設等 

 病院施設（取得価格 43,430 百万円） 

 医学部関係施設（取得価格 30,786 百万円） 

 納骨堂（取得価格 32 百万円） 

 西普天間駐車場（取得価格 666 百万円） 

 西普天間法面（取得価格 150 百万円） 

 西普天間外灯（取得価格 65 百万円） 

 西普天間植栽（取得価格 208 百万円） 

 工 3 号館等改修（取得価格 661 百万円） 

 工 1 号館ラウンジ等改修（取得価格 40 百万円） 

 閉鎖循環型陸上養殖施設（取得価格 102 百万円） 

 分子生命科学研究施設外壁（取得価格 54 百万円） 

 

（２） 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 

 西普天間体育館（当事業年度増加額 364 百万円、総投資見込額 611 百万円） 

 沖縄健康医療プラザ（当事業年度増加額 137 百万円、総投資見込額 225 百万円） 

 

（３） 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし 

 

（４） 当事業年度中において担保に供した施設等 

該当なし 
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４．予算と決算との対比                       （単位：百万円） 

詳細については令和 6 事業年度決算報告書を参照ください。 

 

（注１） 予算編成時点では想定していなかった教育・研究基盤維持経費及び退職手当等に係る追

加配分があったため、予算額に比して決算額が 507 百万円多額となっております。 

（注２） 予算編成時点で想定していた工期が後ろ倒しになったため、医学部・病院移転に係る令

和 5 年度施設整備費補助金の繰越が生じ、予算額に比して決算額が 6,917 百万円多額とな

っております。 

（注３） 予算編成時点では想定していなかった補助金等（人工知能等社会実装研究拠点事業費補

助金や大学・高専成長分野転換支援基金助成金等）の獲得に努めた結果、予算額に比して

決算額が 1,134 百万円多額となっております。また、補助金等収入には、授業料等減免費

交付金が 502 百万円含まれており、本補助金は授業料等免除に使用しております。 

（注４） 高等教育修学支援新制度による授業料等減免支援の実施に伴い、授業料及び入学料免除

者の増加等があったことにより、予算額に比して決算額が 507 百万円少額となっておりま

す。 

（注５） 予算編成時点での想定よりも病床稼働が低く推移したこと、CT 等の放射線関連機器等

の移設スケジュールが当初の想定より早まったこと等により、収入が伸び悩んだため、保

留レセプトの早期処理による収入の確保に努めた結果、令和 6 年度病院収入は当初見込と

ほぼ同額の 20,977 百万円となっております。 

（注６） 雑収入において、自己収入の獲得に努めたため、予算額に比して決算額が 87 百万円多

額となっております。受託研究費等の受入増により、予算額に比して決算額が 206 百万円

多額となっております。目的に沿った使用のための目的積立金取崩しにより、予算額に比

区 分 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入 43,700 56,826 58,996 48,568 73,563 56,708 80,597 73,300 79,903 87,701   

運営費交付金収入 12,197 12,961 11,938 12,105 11,955 11,984 11,268 11,391 13,699 14,206 （注 1） 

 施設費収入 3,243 14,325 14,939 5,404 26,926 10,790 33,299 25,543 28,674 35,591 （注 2） 

 補助金収入 565 3,675 686 3,566 1,250 3,156 934 1,594 539 1,674 （注 3） 

 学生納付金収入 4,250 3,667 4,209 3,740 4,182 3,717 4,248 3,768 4,277 3,769 （注 4） 

 附属病院収入 19,196 18,684 19,957 19,523 19,726 19,895 20,954 21,063 20,954 20,977 （注 5） 

 その他収入 4,247 3,513 7,262 4,225 9,521 7,164 9,892 9,938 11,759 11,481 （注 6） 

支出 43,700 55,089 58,996 47,426 73,563 55,279 80,597 72,988 79,903 88,655  

 教育研究経費 17,239 16,076 17,003 16,157 16,828 15,747 16,405 15,751 18,500 17,277 （注 7） 

 診療経費 18,403 18,458 19,120 18,936 19,064 19,568 20,168 21,537 20,894 23,393 （注 8） 

 施設整備費 4,477 15,295 19,401 7,095 33,777 14,650 40,338 32,058 37,048 43,092 （注 9） 

 その他支出 3,580 5,260 3,469 5,235 3,893 5,313 3,684 3,641 3,460 4,891 (注 10) 

収入－支出 - 1,737 - 1,141 - 1,429 - 311 - △953   
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して 301 百万円多額となっております。予算編成時点で想定した工期が後ろ倒しになった

ため、病院移転に係る大学改革・学位授与機構からの長期借入金の金額に変更が生じ、予

算額に比して 892 百万円少額となっております。 

（注７） 効率的な事業実施、予算段階での見込過大により、予算額に比して決算額が 1,223 百万

円少額となっております。 

（注８） 予算段階での見込過小のほか、移転に伴う追加経費（キャンパスの同時稼働に伴う維持

管理費及び ESP 事業による負担 5 億円、移転財源不足による補填 1.7 億円、物価高騰等

に伴う医薬品・医療材料等の単価増 2.2 億円、委託費の単価増 1.9 億円）があったた

め、予算額に比して 2,499 百万円多額となっております。 

（注９） （注２）に示した理由により、予算額に比して決算額が 6,044 百万円多額となっており

ます。 

（注１０）（注３）に示した理由等により、予算額に比して決算額が 1,430 百万円多額となってお

ります。 

 

Ⅳ 事業に関する説明 

１．財源の状況 

当法人の経常収益は、45,441 百万円で、その内訳は、附属病院収益 20,395 百万円（44.9％（対

経常収益比、以下同じ。））、運営費交付金収益 14,108 百万円（31.1％）、学生納付金収益 4,465 百

万円（9.8％）、受託研究・共同研究・受託事業等収益 1,992 百万円(4.4％)、補助金等収益 1,440

百万円（3.2%）、施設費収益 1,204 百万円（2.7%）、その他収益 1,834 百万円（4.0％）となってい

る。 

また、病院施設整備事業の財源として、大学改革支援・学位授与機構の施設費貸付事業により

長期借入を行った（令和 6 年度新規借入額 7,481 百万円、令和 6 年度期末残高 19,361 百万円(既

往借入分を含む))。 

 

２．事業の状況及び成果 

（１） 教育・学生支援に関する事項 

国立大学法人の重要な事業の一つである教育において、当法人ではこれまで沖縄の多様な自然

環境、固有の文化、島相互あるいは周辺諸国・地域との関わりの歴史などの地域特性を活かして、

学修者本位の教育を行い、優れた人材を社会に輩出することを目標に、URGCC (University of the 

Ryukyus Global Citizen Curriculum)による教育の内部質保証の充実、地域・日本・国際的な課

題を見据えた PBL・アクティブラーニングの推進、留学生と日本人学生との共修科目など国際性

あふれた教育環境の充実、大学及び学問の魅力を発信する高大連携等の推進といった取組みを進

めてきた。令和 6 年度における教育に関する状況及び成果は下記のとおりである。 

 

① 数理・データサイエンス・AI 教育の普及展開に向けた取組み 

― 学生の声を活かした情報発信 ― 

  本学は、文部科学省「数理・データサイエンス・AI 教育の全国展開の推進」事業において、

特定分野校（社会科学）及びダイバーシティ推進校に選定され、学内外における教育の普及・

展開を推進している。 
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特に令和 6 年度は、他大学との連携し、以下の 4 件のシンポジウム等を開催し、本学が実践

する教育内容や知見等を積極的に広く発信した。学生が参加したシンポジウムにおいては、学

びの主役である学生の声を直接届けることで、より魅力的かつ共感性の高い情報発信となるよ

う工夫している。 

 ｱ)（9/7） 九州地区教育研究協議会 

 ｲ)（9/7） 数理・データサイエンス・AI 教育強化拠点コンソーシアム九州・沖縄地区ブロック

会議（学生参加）→詳細はこちら 

 ｳ) （12/14） 数理・データサイエンス・AI 教育普及展開シンポジウム 企業と共に創る PB 

（実践型学習）～データサイエンス人材育成の深化～（学生参加）→詳細はこち

ら 

ｴ) （12/23） 数理・データサイエンス・AI 教育に関する DE＆I 推進についてのシンポジウム

～女子学生へ分野の魅力を伝える取組み～→詳細はこちら 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女子学生・卒業生による発表：女性の視点から見るデータサイエンスの魅力 

 

② 地域・業界との協働を通じたキャリア教育の実践と学修機会の拡充 

  多様な人々との協働的な学修機会を、学生が主体的かつ能動的に経験できるよう、「キャリア

関係特別講義Ⅰ～社会人が語るキャリアデザイン～」、「地域企業（自治体）お題解決プログラ

ム 02 組」、「キャリア関係特別講 

義Ⅶ（県外キャリア形成・就活支 

援研修）」の 3 科目を開講した。 

例えば、今年度新たに開講した 

「キャリア関係特別講義Ⅰ」では 

公務、金融、メディア、航空、半 

導体、商社など様々な業界の社会 

人ゲストを招き、実体験に基づく 

講話を実施した。学生はその内容   キャリア関係特別講義Ⅰ 

を踏まえた質疑応答やプレゼンテー  ～社会人が語るキャリアデザイン～の授業の様子 

https://mds.skr.u-ryukyu.ac.jp/mds/news/1362/
https://mds.skr.u-ryukyu.ac.jp/mds/news/1463/
https://mds.skr.u-ryukyu.ac.jp/mds/news/1463/
https://mds.skr.u-ryukyu.ac.jp/mds/news/1541/
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ションを通じて、実社会との接点を持ちながらキャリアについて主体的に考える機会を得た。 

これらの取組みにより、令和 6 年度において多様な人々との協働学修を経験した学生数は

1,370 名に達し、第 3 期中期目標期（平成 28 年度～令和 2 年度）の年平均（967 名）と比較し

て約 41.7％の増加を記録した。 

 

③ 昨年度に引き続き、次世代人材育成事業が JST の中間評価で最高評価を獲得   

  本学では、令和 4 年度より国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）の委託を受けて、次世

代人材育成事業を展開している。具体的には、小中学生を対象とした科学教育プログラム「ジ

ュニアドクター育成塾（愛称：「琉大ハカセ塾」）」、高校生を対象とした科学教育プログラム「グ

ローバルサイエンスキャンパス（愛称：「琉大カガク院」）、を実施している。 

本事業に関しては、令和 5 年度に「琉大カガク院」が JST の中間評価において最高評価であ

る「S 評価」を獲得したのに続き、令和 6 年度には「琉大ハカセ塾」も同様に「S 評価」を獲得

した。 

今回の評価では、基礎知識から最先端科学技術まで幅広く学べる充実した科学教育プログラ

ムの構築のみにとどまらず、「琉大カガク院」や、今年度より「琉球リケジョ」事業の後継とし

て新たに立ち上げた「琉大サイエンスソウゾウ部」事業連携による、小学校～高校および大学

接続までの長期的な人材育成の体制の構築や大学生となった企画修了生のメンターとしての

小中高生の指導等のサイクル、また、このような体系的な人材育成事業実施を可能とする学内

体制の構築のほか、沖縄県教育委員会をはじめとした地元企業等も参画する人材育成をテーマ

とした地域コンソーシアムの発展等、本学が実施する次世代人材育成事業全体が高く評価され

た。 

 

④ 教学マネジメント推進室を新設 

―教育の質保証と学修成果の可視化に向けた基盤づくり始動― 

本学では、学修者本位の大学教育および社会に開かれた教育の質保証の実現に向け、令和 6

年 9 月に「教学マネジメント推進室」を新設した。教育・学生支援に関する多様なデータを集

約・分析し、その結果に基づく企画立案を通じて、全学的な教育目的の達成を推進することを

目的としている。立ち上げ後は、特命教員 1 名が令和 7 年 2 月に着任し、さらに 1 名を令和 7

年 5 月着任予定として採用決定しており、体制の強化を進めている。また、全学的なアンケー

トの実施状況の整理や、学修成果の可視化に向けた試行的な取組みを行うなど、教学マネジメ

ントの中核機能としての基盤整備を進めており、今後の教育改善に一層寄与することを目指し

ている。 

 

（２） 研究に関する事項 

国立大学法人の重要な事業の一つである研究において、当法人ではこれまで基礎的かつ普遍的

な人類共通の課題と、沖縄に特徴的な島嶼、海洋、亜熱帯、医学および歴史・文化等に関する研

究に取り組むとともに、斬新な研究を戦略的に推進し、それらの成果を積極的に発信することを

目標に、戦略的な資源配分などに基づく特色ある研究の推進、県内研究機関との機器共用システ

ムの拡充、URA の安定的な雇用による研究推進体制の強化、熱帯・亜熱帯・島嶼・海洋・琉球・沖

縄文化・健康・長寿・国際感染症等地域の特色を活かした研究の推進といった取組みを進めてき
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た。令和 6 年度における研究に関する状況及び成果は下記のとおりである。 

 

① クロスアポイントメント制度による研究者交流の機会拡充 

  沖縄県の公募事業において、クロスアポイントメント制度を活用する教員が関与した受託研

究 3 件を実施した。また、こうした教員が中心となり、文系・理系、学生・教職員など多様な

立場や考え方を持つ人々が自由に集い、親睦を深める場である「琉ラボ（※）moai」の定期開

催や、「Okinawa University-Startup Showcase」の開催などを行った。これらの取組みは、ク

ロスアポイントメント教員による外部資金獲得や産学関連業務の活性化につながっている。 

「Okinawa University-Startup Showcase」は、琉ラボと沖縄科学技術大学院大学（OIST）の

共同開催により、本学および OIST 発のスタートアップを東京に集めて実施したものである。本

学と OIST におけるスタートアップ支援の取組み紹介や、スタートアップ企業のピッチが行わ

れ、投資家や事業会社を中心に会場・オンライン合わせて 100 名以上が参加した。ピッチ終了

後には活発なネットワーキングセッションも実施された。 

 ※若者が活躍できるスタートアップ創出・成長の促進体制を構築するために開設したオープン

スペース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Okinawa University-Startup Showcase の様子 

 

② 科研費申請支援による科研費申請件数及び採択件数の増加 

 民間企業からの寄付金を活用し、若手研究者の主体的な研究力向上や外部資金獲得能力の強

化を目的とした「若手研究者活動支援プログラム」を実施し、12 名の若手研究者を支援した。

当該プログラムは、特色あるフィールドで活動する若手研究者のステップアップを図るもので

あり、支援を受けた若手研究者が科研費に応募し、採択されるなどの成果があった。 

また、各部局等における科研費 FD、科研費初級者向け説明会、若手研究者向けの科研費ワーク

ショップなど、科研費申請に関する学内講演会等を開催し、申請支援を実施した。その結果、

科研費の申請件数は 414 件、採択件数は 304 件と、第 3 期中期目標期間（平成 28 年度～令和 3
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年度）の年平均件数（申請件数 387 件、採択件数 293 件）を上回る実績となった。 

 

（３） 医療に関する事項 

  国立大学法人の重要な事業の一つである医療において、当法人ではこれまで亜熱帯域に位置

する島嶼であるがゆえに存在する特有の医療課題の解明と解決を目指し、先端的医療の推進を通

じて、地域医療を主導することを目標に、新型コロナウイルス感染症への対応、地域医療を支え

る多様な医療人の養成、地域連携部門の機能強化といった取組みを進めてきた。令和 6 年度にお

ける医療に関する状況及び成果は下記のとおりである。 

 

① 救急医療体制の強化に係る取組み  

 西普天間キャンパスに移転した新病院では、救急車が直接乗り入れられる新病院 2 階に、県

内初導入となる「ハイブリッド ER」*や、新設した救急集中治療室（E-ICU：Emergency Intensive 

Care Unit）10 床、救急高度治療室（E-HCU：Emergency High Care Unit）6 床から 10 床に増床

し、また、病院棟屋上および敷地内（地上）の 2 か所にヘリポートを整備し、これまで以上に

救急患者の受け入れ体制を強化するとともに、災害時においても、迅速に傷病者を受け入れる

環境を整え、令和 7 年 1 月 1 日付けで沖縄県から「救命救急センター」の指定を受けた。今後

は、県内初となる「高度救命救急センター」の指定を目指し、他の救命救急センターでの対応

が困難な症例も受け入れることのできる救急医療提供体制を構築していく。 

 

② 高度な臨床・研究能力を有する医師養成促進支援 

 心不全および関連疾患の国際水準の臨床研究を推進するため、研究支援体制の改編と強化に

着手した。臨床研究専門職による一貫した伴走型支援を導入し、医療情報の研究への利活用支

援を図っている。沖縄県内の医療機関が連携し、心不全研究を推進するための心不全イニシア

ティブを形成し、分担研究施設からのデータ収集システムを検討し、医療情報部と連携してデ

ータベースを構築した。また、患者報告アウトカム（PRO）を収集するためのアプリの開発、心

臓超音波検査の AI 診断について検討し、データ収集および解析、臨床試験計画作成を推進す

るための基盤を構築した。大学院生を研究支援組織に雇用し、OJT プログラムを実践すること

で人材養成を行っている。 

 

③  再生医療に係る取組み 

  脂肪幹細胞を用いた再生医療の研究と社会実装に取り組んでいる。これまでに上顎洞がん治

療後の顔面変形に対する治療や高度慢性下肢虚血に対する治験を実施してきた。令和 5 年 10 月

から変形性関節症に対する自己脂肪幹細胞投与治療を開始し、これまでに 3 名の治療を実施し

ているところであるが、さらに、プロスポーツ選手を対象とした「スポーツ再生医療」にも着

手した。プロアスリートを新たな対象とすることで、再生医療の発展が期待される。沖縄県は

スポーツ振興に力を入れており、琉球大学の取組みは「スポーツアイランド沖縄」構想にも合

致する。 
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 ④ 専門医療体制強化の取組み 

  地域医療ニーズの高度化・多様化に対応するため、専門性の高い医療体制の整備を目的とし

て、以下の 3 つのセンター設置を決定した。 

■ 乳腺センター（令和 6 年 8 月設置） 

背景：乳がん罹患数の増加に伴い、早期診断から再建・緩和ケアまで一貫した専門医療の提供

が求められている。 

目的：体系的な乳腺疾患診療体制の確立、チーム医療の充実、専門医の育成。 

体制：第一外科を中心に、形成外科、放射線科、病理部、遺伝カウンセリング室などと連携。 

■ 不整脈センター（令和 7 年 4 月設置予定） 

背景：高齢化に伴い心房細動などの不整脈が急増。アブレーション治療の進歩により専門的対

応が急務。 

目的：不整脈に対する専門的診療体制の確立、教育・研究の推進、患者サービスの向上。 

体制：第三内科を中心に、第二外科、リハビリテーション部、検査部などと連携。 

■ 脳卒中センター（令和 7 年 4 月設置予定） 

背景：脳卒中は主要な死因・要介護原因であり、急性期から回復期、再発予防までの包括的対

応が必要。 

目的：迅速な急性期治療、リハビリ支援、地域連携、研究・教育の推進。 

体制：神経内科、脳神経外科、循環器内科、救急科、リハビリテーション科など多診療科が連   

   携 

 

（４） 地域連携に関する事項 

国立大学法人の重要な事業の一つである社会貢献において、当法人ではこれまで本学が有する

豊富な知識と智慧を活かした地域との様々な連携を基盤に、「地域とともに豊かな未来社会をデ

ザインする大学」として、地域の発展に貢献することを目標に、ICT を活用した離島教育環境改

善事業、リカレント教育および生涯教育の拡充による社会の人々への学びの機会の提供、地域課

題の解決に向けた地域共創人材バンクの拡充といった取組みを進めてきた。令和 6 年度における

社会貢献に関する状況及び成果は下記のとおりである。 

 

① 地域公共政策士プログラムの修了生による地域課題プロジェクト 5 件の新規立ち上げ 

  地域連携推進機構では「沖縄産学官協働人財育成円卓会議」の提言を受け、一般財団法人地

域公共人材開発機構（ＣＯＬＰＵ）が認証する「初級地域公共政策士」資格を履修証明プログ

ラムとして提供している。令和 6 年度は 14 名（社会人 9 名、学生 5 名）が初級地域公共政策士

を取得し、令和元年度（開設）以降の初級資格者は累計で 131 名（社会人 93 名、学生 38 名）

に達し、沖縄から多くの資格者を輩出している。 

この人材養成プログラムの修了生が沖縄地域公共政策研究会に移行し、多様な地域課題解決

型に取り組んでいる。令和 6 年度は「すいまーるプロジェクト」、「地域市民活動団体の人材育

成に関する研究」、「新しいガッコウ」、「まちなかお出かけプロジェクト」、「地理情報・オープ

ンデータを活用した AED 設置最適化」という 5 件の地域課題解決型プロジェクト研究を新たに

立ち上げ、地域課題の解決に向けた実践的な活動が行われている。 
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令和 6 年度初級地域公共政策士修了式の様子 

 

② 共創の場としての全学的共用施設（スペース含む）の拡充 

～「琉球大学キャンパスマスタープラン 2025Ver1.0」の策定～ 

  千原キャンパスにおける全学共用施設（スペース）の創出は、令和元年の農学部改修を起点

とした各施設の大規模改修事業において順次その確保に努めてきた。 

農学部に創出したスペースは、ハラスメント等の問題に特化した日本初の専門的教育研究組織

「琉球大学ヒューマンライツセンター」が利用しており、ハラスメント等の問題解決に向けた

取組みを推進していく場となっている。 

地域創生総合研究棟 1 階に設置された「琉ラボ」では、 

毎月「琉ラボ moai」と題して立場や考え方の違う人が自 

由に集うイベントで活用されている他、起業を志す学生・ 

研究者等の交流の場として賑いが生まれている。 

また、西普天間キャンパスにおいては、先端医学研究セン 

ター内に共創の場を確保しており、民間企業が入居、産学 

連携活動等の推進が図られている。 

なお、第 6 期科学技術・イノベーション基本計画（R3）や  

教育振興基本計画（R5）、骨太方針 2024 等においては、 

キャンパス全体が有機的に連携し、あらゆる分野、あらゆる場 

面で、あらゆるプレーヤーが共創できる拠点「イノベーション・ 

コモンズ」を国立大学法人等の目指す姿としている。これ     琉球大学キャンパス 

を鑑み、本学では学内の各共創の場を有機的に連携させ、キャ   マスタープラン 2025（表紙） 

ンパス全体をイノベーション・コモンズとしていくため、「琉球 
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大学キャンパスマスタープラン 2025ver1.0」を新たに策定した。 

今後、本マスタープランに基づき共創の場を拡充していくと 

ともに、ハードとソフトとが一体となった整備をもって、さらなる共創を生み出す計画である。 

 

（５） 国際連携に関する事項 

国立大学法人の重要な事業の一つである社会貢献において、当法人ではこれまで沖縄の特色あ

る地理的条件と歴史的経験から得た智慧を活かした、多様な国際的協働関係を通じて、「アジア・

太平洋地域の卓越した教育研究拠点となる大学」を目指した活動を推進することを目標に、国際

交流協定校をはじめとした海外の教育研究機関との国際的ネットワークの強化、アジア・太平洋

島嶼地域からの留学生の積極的受入れ、留学生や海外研究者らとの協働による共通課題解決への

貢献といった取組みを進めてきた。令和 6 年度における国際連携に関する状況及び成果は下記の

とおりである。 

 

① 「インターアイランド・サステナビリティ教育プログラム」によるハワイ・台湾との連携の

取組み 

  本学の「インターアイランド・サステナビリティ教育プログラム」は、令和 5 年度に文部科

学省「大学の世界展開力強化事業」に採択され、令和 6 年度にはその 2 年目として、引き続き

多様な国際共修の取組みを展開した。 

本プログラムは、ハワイおよび台湾の大学との連携のもと、島嶼地域が共通して抱える課題

の解決に向けた人材育成を目的としており、文理融合の学際的視点に立った 4 コース（①再生

可能エネルギー、②ウェルビーイング、③環境、④共生）を提供している。また、実践型交流

プログラムとして、実渡航による留学・研修や、オンラインによる講義・研修等を実施してい

る。 

令和 6 年度には、実践型プログラムとして、本学からハワイへの短期派遣及びハワイ・台湾

からの受入を行い、12 名が参加した。さらに、ハワイへの長期派遣及びハワイ・台湾からの長

期受入も実施され、4 名の学生が参加した。これらを合わせて、令和 6 年度は、合計 16 名の学

生が本プログラムに参加している。 

また、COIL 型のレクチャーシリーズ「Inter-island Sustainability Lecture Series」をハ

ワイ・台湾の提携校と連携して開催したほか、学内教職員向けには、COIL 型教育のさらなる普

及と深化を目的とした FD を全学的に実施するなど、島嶼地域に共通する課題への理解と課題

解決力の育成を図る国際共修の取組みを推進している。 

 

 

 

 

 

 

 

インターアイランド・サステナビリティ教育プログラムの様子 
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② 「琉球大学南米沖縄県系人留学生支援制度」による留学生の受け入れ 

  中期将来ビジョンに掲げる海外沖縄県人会等ネットワークの連携促進の中心的な取組みと

して、南米 4 か国（ブラジル、アルゼンチン、ペルー、ボリビア）の沖縄県人会との連携協力

覚書に基づき、令和 6 年度に「琉球大学南米沖縄県系人留学生支援制度」を始動した。 

本制度では、受入留学生に対して、岸本遺贈基金による奨学金及び留学準備金、また検定料・

入学料・授業料免除による経済的支援を提供している。 

令和 6 年度はブラジルから沖縄県系留学生 1 名を 1 年間受け入れ、講義や研究活動を通して

沖縄の文化や歴史等の理解を深めただけでなく、ブラジルの沖縄移民の歴史や文化等について

本学学生に紹介するなど相互理解を深めた。 

令和 7 年度はブラジル、アルゼンチン、ペルーから各 1 名の受入を決定しており、今後も受

入拡充に向けて検討を進めている。 

 

 

３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

 当法人では、国立大学法人琉球大学におけるコンプライアンス及び危機管理に関する規則を制

定し、コンプライアンスを推進することにより法令等の違反を防止するとともに、緊急時の全学

的危機から平常時のリスク洗い出し・防止策に至るまで、危機管理の局面に応じた体制を整備す

ることとしており、全学的危機の際は危機対策本部、平常時はコンプライアンス・危機管理室に

情報が集約され、対策・対応が展開される体制を整備している。 

 

【参照資料】 

① 国立大学法人琉球大学におけるコンプライアンス及び危機管理に関する規則 

https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000493.html 

 

（２） 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

当法人の業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況は以下のとおりである。 

① 当法人では、情報セキュリティを脅かす事例が年間数件発生しており、それに伴う個人情報

の漏洩も課題となっている。これに対し、職員研修を効果的に行いつつ、サイバーセキュリテ

ィ対策基本計画の改定に取り組んでおり、情報セキュリティ教育や訓練の強化、情報セキュリ

ティ人材の育成も進めることとしている。 

 

②  研究費を含めた経費執行において、事務職員が疑義をもった場合でも、研究者の強い発言に 

萎縮し不正の温床となるリスクを認識しており、スクリーニング機能の強化、定期的な監査及

び指導、権限を持った部署による管理体制の構築を行うこととしている。 

 

③  外的要因によるリスクとしては、各種事業又は業務における外部事業者との契約において、 

外部事業者が契約に沿った適切な業務実施を怠ることや実施が不可能な状況に陥るリスクを

認識しており、契約を行う相手先が本法人の業務を適切に実施するに相応しいか精査する仕組

みを検討していくこととしている。 

https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000493.html


  

34 

 

④  重要な訴訟事件としては、職員の雇用やハラスメント等の人権問題が法人に大きな影響を与 

えるリスクとして認識しており、関係部署による研修又は相談体制を強化することで低減を図

っている。さらには、法務及びハラスメントに精通する教員を副理事・学長補佐として指名し、

適切な対応を行うとともに、外部の専門家（弁護士、社会保険労務士等）を顧問契約（又はコ

ンサル契約）し、訴訟にならないための対応、交渉、助言も含めて支援を受けている。 

 

４．社会及び環境への配慮等の状況 

当法人は、社会及び環境への配慮の方針として、平成 13 年に「琉球大学環境憲章」を制定し、

さらに平成 18 年には「琉球大学環境方針」を定め、持続可能な社会の形成に向け、学生と教職員

が一体となって環境行動を推進することとしている。 

 また、SDGs に関連する国内外における様々な状況を踏まえ、本法人における SDGs の達成に資

する様々な活動を推進するため、令和 2 年 2 月に「SDGs 推進室」を設置し、教育、研究、社会貢

献及び業務・ガバナンスの 4 つのワーキンググループと、令和 4 年に新たに設置した「カーボン

ニュートラル推進チーム」を中心に、SDGs に関連する取組みを展開している。令和 6 年度からは、

「SDGs 推進室」を発展させて新たに「SDGs 推進本部」を設置し、持続可能な地域社会の発展に向

けた取組みをさらに推進することとしている。 

本学の学生及び教職員による教育・学修、研究、社会貢献などの諸活動を通じた環境配慮、キ

ャンパスマネジメント、SDGs 達成への取組みを広く関係者に報告することを目的に、毎事業年度

「琉球大学環境報告書」を公表しており、令和 6 事業年度の取組みに関する報告書も令和 7 年 9

月頃の公表を予定している。 

【参照資料】 

① 琉球大学の刊行物＞琉球大学環境報告書 

 https://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/publications/ 

 

５．内部統制の運用に関する情報 

当法人では、国立大学法人琉球大学業務方法書に内部統制システムとして整備すべき事項を明

記するとともに、国立大学法人琉球大学内部統制規則において、推進体制や見直しの在り方等を

規定している。当事業年度における運用状況は以下のとおりである。 

 

①モニタリング 

内部統制の 6 つの要素を軸とした「内部統制チェックリスト」により各部署の対応状況を

確認し、課題を抽出している。対応状況と抽出された課題を役員会へ報告し、今後の改善の

方向性を確認している。 

 

②全学的取組み 

抽出した課題のうち、全学的な取組みを必要とするものとして、業務フローの明確化、リ

スクの把握・分析・低減、部署ごとの業務手順書作成などあり、業務の効率化やデジタル化

の観点も加味して、全学的な取扱いを定めて取り組んでいくこととしている。 

また、内部統制推進に関する研修については、当事業年度は未実施であったことから、継

続した実施方法を検討することとしている。 

https://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/publications/
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③モニタリング結果及び監事監査結果を踏まえた改善 

課題として抽出された各内部統制システムに関する改善状況は、毎年度、監事に報告をし

ている。 

当事業年度は、事業継続計画（BCP）の策定、入札・契約に関する契約監視委員会の設置及

び談合情報がある場合の緊急対応を内部統制システムとして整備した。 

 

【参照資料】 

① 国立大学法人琉球大学内部統制規則： 

 https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000071.html 

② 国立大学法人琉球大学業務方法書： 

https://www.u-ryukyu.ac.jp/wp-content/uploads/2022/04/gyoumuhouhou.pdf 

 

 

６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細                 （単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費 

交付金 

収益 

資本 

剰余金 

小計 

令和 4 年度 3 -  - -  - 3 

令和 5 年度 232  - 216 -  216 15 

令和 6 年度 - 14,206 13,891 - 13,891 315 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

① 令和 4 年度交付分                        （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

－ 該当なし 

資本剰余金 －  

計 －  

期間進行基準 

による振替額 

運営費交付金

収益 

－ 該当なし 

資本剰余金 －  

計 －  

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

421 ① 費用進行基準を採用した事業等：退職手当、建物新

営設備費 

② 当該業務に係る損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：421 

(退職手当：420、教育経費：1) 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 

https://education.joureikun.jp/u_ryukyu/act/110000071.html
https://www.u-ryukyu.ac.jp/wp-content/uploads/2022/04/gyoumuhouhou.pdf
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③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

退職手当として支出した費用額を収益化した。  

当事業年度において支出した建物新営設備費（1 百万

円）を収益化した。 

資本剰余金 －  

計 421  

国立大学法人

会計基準第 72

第３項による

振替額 

 － 

該当なし 

合計  421  

 

② 令和 5 年度交付分                          （単位：百万円） 

区分 金額 内  訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

98 ① 業務達成基準を採用した事業等：ミッション実現加

速化経費（教育研究組織改革分、共同利用・共同研究

支援分、障害学生支援分、数理・データサイエンス・

AI 教育強化分、国立大学病院の省エネ設備整備） 

② 当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：79 

（教育経費：5、研究経費：34、教員人件費：24、 

職員人件費：14） 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 

ｳ)固定資産の取得額：18 

（建物 3、教育機器 1、研究機器 2、 

診療機器 10） 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

ミッション実現加速化経費については、当事業年度

において十分な成果を上げたと認められることか

ら全額収益化した。 

資本剰余金 －  

計 98  

期間進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

10,535 ① 期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び

費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

② 当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：10,489 

（教育経費：15、研究経費：20、一般管理費：6、 

 教員人件費：5,899、職員人件費：4,198、役員人件：

82、奨学費：265） 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 

ｳ)固定資産の取得額：45 

（教育機器 1、研究機器 43） 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 
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学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った相

当額（1 百万円）を除き、期間進行業務に係る運営費

交付金債務を全額収益化した。 

資本剰余金 －  

計 10,535 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

525 ① 費用進行基準を採用した事業等：退職手当、移転費、

建物新営設備費、教育・研究基盤維持経費 

② 当該業務に係る損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：499 

(退職手当：396、教育経費：60、研究経費：36、教育

研究支援経費：6) 

ｲ) 自己収入に係る収益計上額：－ 

ｳ)固定資産の取得額：26 

（建物：23、構築物 2） 

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  当事業年度において支出した移転費（30 百万円）、教

育・研究基盤維持経費（99 百万円）を収益化した。 

退職手当として支出した費用額を収益化した。 

資本剰余金 － 

計 525 

国立大学法人

会計基準第 72

第３項による

振替額 

 － 

該当なし 

合計  11,158  

 

③ 令和 6 年度交付分  

区分 金額 内  訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

377 ① 業務達成基準を採用した事業等：ミッション実現加

速化経費（教育研究組織改革分、共同利用・共同研

究支援分、基盤的設備等整備分、数理・データサイ

エンス・AI 教育強化分） 

② 当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：118 

（研究経費:43、教育経費:12、一般管理費 0、教員:50、

職員:11） 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 

ｳ)固定資産の取得額：258 

（診療機器:247、建物:8、研究機器:2） 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

ミッション実現加速化経費については、当事業年度

において十分な成果を上げたと認められることか

ら全額収益化した。 

資本剰余金 －  

計 377  
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期間進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

10,623 ① 期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び

費用進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

② 当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：10,622 

（研究経費:211、一般管理費:52、教育経費:28、教

員:5,739、職員:4,426、役員:82、奨学費:81） 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 

ｳ)固定資産の取得額：0 

（研究機器 0） 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った

相当額（2 百万円）を除き、期間進行業務に係る運

営費交付金債務を全額収益化した。 

資本剰余金 －  

計 10,623 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

3,107 ① 費用進行基準を採用した事業等：退職手当、移転費、

建物新営設備費 

② 当該業務に係る損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：2,922 

(退職手当：1,303、診療経緯費：1,274、教育経費：141、

研究経費：131、一般管理費：71) 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：－ 

ｳ)固定資産の取得額：185 

（建物：4、診療機器：172、研究機器 4、教育機器 4） 

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  当事業年度において支出した移転費（817）、建物新

営設備費（987）を収益化した。 

退職手当として支出した費用額を収益化した。 

資本剰余金 － 

計 3,107 

国立大学法人

会計基準第 72

第３項による

振替額 

 － 

該当なし 

合計  14,108  

 

（３）運営費交付金債務残高の明細                    

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

令和 4 年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

－ 該当なし 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

3 ・学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った相当

額として繰越したもの。当該債務は、中期目標期間終了

時に国庫納付する予定である。 

費用進行基準 － 該当なし 
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を採用した業

務に係る分 

計 3  

 

令和 5 年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

－ 該当なし 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

1 ・学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った相当

額として繰越したもの。当該債務は、中期目標期間終了

時に国庫納付する予定である。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

231 ・退職手当：216 

退職手当の執行残であり、翌事業年度以降に使用する予

定。 

・建物新営設備費：14 

建物新営設備費の執行残であり、翌事業年度以降に使用

する予定。 

計 232  

 

令和 6 年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

142 ・研究基盤維持に係る設備更新事業の延長に係る執行残

であり 翌事業年度に業務の完了及び収益化を行う予定

である。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

2 学生収容定員に対し在籍者数が一定率を下回った相当額

として繰越したもの。当該債務は、中期目標期間終了時

に国庫納付する予定である。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

169 ・建物新営設備費：169 

建物新営設備費の執行残であり、翌事業年度以降に使用

する予定。 

計 315  
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７．翌事業年度に係る予算                （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

翌事業年度のその他収入のうち、940 百万円は雑収入によるもの、70 百万円は引当金取崩によ

るもの、564 百万円は目的積立金取崩によるものである。 

また、施設整備費のうち、1,008 百万円は工学部改修事業、321 百万円は西普天間キャンパス移

転事業によるものである。 

 金額 

収入 45,705 

 運営費交付金収入 

 施設整備費補助金 

 補助金等収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

 長期借入金収入 

 その他収入 

11,180 

1,631 

841 

4,301 

23,723 

2,450 

0 

1,575 

支出 45,705 

 教育研究経費 

 診療経費 

 施設整備費 

 補助金等 

 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

 長期借入金償還金 

14,112 

25,718 

1,631  

841 

2,450 

950 

収入－支出 0 
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Ⅴ 参考情報 

１．財務諸表の科目の説明 

①貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物、工具器具備品、図書等国立大学法人等が長期にわたっ

て使用する有形の固定資産。 

 減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比して著

しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の

価額を回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額

を減少させた累計額。 

 減価償却累計額：各年度の損益計算書に計上された減価償却費の累計額および減価償却相当

累計額。 

 建設仮勘定：建設又は製作途中における当該建設又は製作のために支出した金額。 

 その他の有形固定資産：美術品・収蔵品、車両運搬具等が該当。 

 無形固定資産：ソフトウェア・特許仮勘定等が該当。 

投資その他の資産：投資有価証券等が該当。 

 現金及び預金：現金（通貨及び小切手等の通貨代用証券）と預金（普通預金、当座預金及び

一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

 その他の流動資産：前渡金等が該当。 

 長期繰延補助金等：補助金により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表計上

額と同額を預り補助金等から長期繰延補助金等に振り替える。計上された長

期繰延補助金等については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同

額を長期繰延補助金等から補助金等収益（収益科目）に振り替える。 

 長期寄附金債務：使途特定された寄附金の未使用相当額のうち、一年以内に使用されないと

認められるもの。 

 大学改革支援・学位授与機構債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人大学改革支

援・学位授与機構が承継した財政融資資金借入金

で、国立大学法人等が債務を負担することとされ

た相当額。 

 長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、長期リース

債務等が該当。 

 引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。退職

給付引当金等が該当。 

 運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

 寄附金債務：使途特定された寄附金の未使用相当額のうち、上記長期寄附金債務に属さない

もの。 

 資本金（政府出資金）：国からの出資相当額。 

 資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産等（建物等）の相当額。 

 利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 
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②損益計算書 

 業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

 教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対して行われる教育に要した経費。 

 研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

 診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。 

 教育研究支援経費：附属図書館、情報基盤総括センター等の特定の学部等に所属せず、法人

全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組

織であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

 受託研究費・共同研究費・受託事業費：受託研究、共同研究、受託事業の実施に要する経費。 

 人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

 一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

 財務費用：支払利息等。 

 運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

 学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、検定料収益の合計額。 

 附属病院収益：国立大学附属病院における診療行為による収益。 

 臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

 前中期目標期間繰越積立金取崩額：前中期目標期間から繰り越した積立金のうち、当事業年

度で費用見合いの取り崩しを行った額。 

 目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のう

ち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことである

が、それから取り崩しを行った額。 

 

③キャッシュ・フロー計算書 

 業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費

支出及び運営費交付金収入等の国立大学法人等の通

常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

 投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出

等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる

投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

 財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及

び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及

び返済等に係る資金の収支状況を表す。 

 資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 
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２．その他公表資料等との関係の説明 

事業報告書に関連する報告書等として、以下の資料を作成している。 

琉球大学ホームページ＞大学情報＞琉大の刊行物 

https://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/publications/ 

 

 

 

「大学案内」については、受験生、学生向けの情報として各学部・研究

科等の紹介や学生生活に係る情報が載っている。当資料は当法人のホー

ムページに掲載している。 

  

 

 

「琉球大学統合報告書」については、財務情報に本学の目標や教育・研

究・地域連携などの非財務情報を加えた情報が載っている。当資料は当

法人のホームページに掲載している。 

  

 

 

「琉球大学環境報告書」については、本学の教職員及び学生による教育・

学修、研究、社会貢献などの諸活動を通じた環境配慮、キャンパスマネ

ジメント、SDGs 達成への取組みといった情報が載っている。当資料は当

法人のホームページに掲載している。 

 

以上 

 

https://www.u-ryukyu.ac.jp/aboutus/publications/

